
被災地訪問サービス運営支援事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、「福島介護再生臨時特例補助金事業の実施について」（平成３０年

６月６日付け、厚生労働省老健局長通知）の別紙「福島介護再生臨時特例補助金実施

要綱」第２に定める、長期避難者の早期帰還のための介護サービス提供体制再生事業

のうち（２）訪問系サービス再開等促進事業を実施する介護サービス事業者（以下、

「補助事業者」という。）に対し予算の範囲内において補助金を交付するため、福島

県補助金等の交付等に関する規則（昭和４５年福島県規則第１０７号。以下「規則」

という。）の定めるところによるほか、必要な事項を定めるものとする。 

 

（補助の対象及び補助額） 

第２条 補助の対象及び補助額は、別表のとおりとする。 

 

（申請書の様式等） 

第３条 規則第４条第１項の申請書は、被災地訪問サービス運営支援事業補助金交付申

請書（第１号様式）によるものとし、その提出期限は知事が別に定める日とする。 

２ 規則第４条第２項第２号のその他別に定める書類は、次のとおりとする。 

（１） 所要額調書（第２号様式） 

（２） 事業実施計画書（第３号様式） 

（３）収支予算書（「指定介護老人福祉施設等会計処理等取扱指導指針」に定める様式

別紙１－１又はこれに準ずる様式とすること） 

（４）その他知事が必要と認める書類 

 

（消費税及び地方消費税仕入控除税額の減額申請等） 

第４条 補助事業者は、規則第４条の規定に基づき補助金の申請を行うに当たり、当該

補助金に係る消費税及び地方消費税仕入控除額（補助対象経費に含まれる消費税及び

地方消費税のうち、消費税法及び地方消費税法の規定により仕入に係る消費税及び地

方消費税として控除できる部分の金額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）

を減額して交付申請しなければならない。ただし、申請時において当該消費税及び地

方消費税額が明らかでないものについては、この限りではない。 

２ 補助事業者は、規則第１３条の規定に基づき実績報告を行うに当たり、補助金に係

る消費税及び地方消費税仕入控除額が明らかな場合には、当該消費税及び地方消費税

仕入控除額を減額して報告しなければならない。 

 

（補助金の交付の条件） 

第５条 規則第６条第１項第１号の別に定める軽微な変更は、事業に要する経費の区分

間における経費の配分の変更のうち、それぞれの配分額のいずれか低い方の額の１０

パーセント以内の変更とする。 

２ 運営費の助成を受ける介護サービス事業所は、当該事業所の経営の改善に努めるも



のとし、経営強化を進めるため、経営の専門家からの助言を受けた上で、「経営強化計

画」を作成するよう努めること。 

また、事業の実施主体である福島県、関係市町村及び公益社団法人福島相双復興推進

機構（福島相双復興官民合同チーム）が、当該事業所の経営の改善の観点から、報告、

書類の閲覧及び資料の提供を求める場合には、適切に対応しなければならない。 

 

（変更の承認の申請） 

第６条 規則第６条第１項により知事の承認を受けようとする場合は、被災地訪問サー

ビス運営支援事業変更（中止・廃止）承認申請書（第４号様式）を知事に提出しなけ

ればならない。 

 

（申請を取り下げることができる期日） 

第７条 規則第８条第１項に規定する別に定める期日は、交付の決定の通知を受理した

日から起算して１０日を経過した日とする。 

 

（概算払） 

第８条 知事は、必要があると認めるときは、この要綱に定める補助金について概算払

の方法により交付することができる。 

２ 補助金の概算払を行う場合は、年２回に分けて交付するものとし、その交付割合は 

 次の区分による。 

（１） 第１回 補助金交付決定額の２分の１の額 

（２） 第２回 補助金交付決定額の２分の１の額 

３ 前項の規定により補助金の概算払を受けようとするときは、被災地訪問サービス運

営支援事業補助金概算払請求書（第５号様式）を知事に提出しなければならない。 

  請求の時期については、知事が別に指示するものとする。 

 

（実施状況報告） 

第９条 補助事業者は、当該事業の実施状況について、被災地訪問サービス運営支援事

業実施状況報告書（第６号様式）により報告しなければならない。 

  報告の時期については、知事が別に指示するものとする。 

２ 知事は、実施状況報告があった事業に対する介護報酬等の収入額について、福島県

国民健康保険団体連合会が受け付けた請求の審査決定内容との突合を行うことがで

きるものとする。なお、補助事業者が報告した介護報酬等の収入額と福島県国民健康

保険団体連合会の決定内容に差異が生じている場合には、補助事業者へ報告の是正を

求めるものとする。 

 

（完了報告） 

第１０条 補助事業者は、当該事業が完了したときは、速やかに被災地訪問サービス運

営支援事業完了報告書（第７号様式）を知事に提出しなければならない。 

 



（実績報告） 

第１１条 規則第１３条の規定による実績報告は、被災地訪問サービス運営支援事業実

績報告書（第８号様式）に次に掲げる書類を添えて、事業完了の日（事業廃止につい

て知事の承認を受けた場合にあっては、承認を受けた日）から起算して３０日を経過

した日、又は補助金の交付決定があった日の属する年度の３月３１日（補助金を全額

概算払により交付を受けた場合にあっては、当該年度の翌年度の４月１５日）のいず

れか早い日までに行わなければならない。 

（１）所要額精算書（第９号様式） 

（２）事業実施報告書（第１０号様式） 

（３）収支計算書（「指定介護老人福祉施設等会計処理等取扱指導指針」に定める様 

式別紙１－１またはこれに準ずる様式とすること） 

（４）その他知事が必要と認める書類 

 

（補助金の交付の請求） 

第１２条 補助金の交付決定の通知を受けた補助事業者は、補助事業を完了した場合は、

第１１条の実績報告書とあわせて被災地訪問サービス運営支援事業補助金交付請求

書（第１１号様式）を知事に提出しなければならない。ただし、全額概算払により補

助金の交付を受けた場合はこの限りではない。 

 

（消費税及び地方消費税仕入控除額の確定に伴う補助金の返還） 

第１３条 補助事業者は、補助事業完了後に消費税及び地方消費税の申告により補助金

に係る消費税及び地方消費税仕入控除税額が確定した場合（仕入控除税額が０円の場

合を含む）には、消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書（第１２号様式）

により速やかに知事に報告しなければならない。 

  なお、補助金に係る仕入控除税額があることが確定した場合には、当該仕入控除税

額を返還しなければならない。 

 

（財産の処分の制限） 

第１４条 規則第１８条第１項ただし書きに規定する別に定める期間は、減価償却資産

の耐用年数に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）に定める耐用年数に相当す

る期間とする。 

２ 規則第１８条第１項第２号及び第３号に規定する別に定めるものは、取得価格又は

効用の増加価格が５０万円以上の機械、器具、その他の備品とする。 

３ 補助事業者は、補助事業が完了した後も補助事業により取得した財産を善良なる管

理者の注意をもって管理するとともに、補助金の交付目的に従ってその効率的運用を

図らなければならない。 

４ 補助事業者は、規則第１８条第１項の規定により財産の処分の承認を受けようとす

るときは、あらかじめ取得財産処分承認申請書（第１３号様式）を知事に提出しなけ

ればならない。承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合には、その

収入の全部又は一部を県に納付させることがある。 



 

（会計帳簿等の整備） 

第１５条 補助事業者は、補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当

該収入及び支出について証拠書類を整備し、かつ当該帳簿及び証拠書類を補助金の額

の確定の日（事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）の

属する会計年度の翌年度から起算して５年間保管しておかなければならない。 

  ただし、事業により取得し、又は効用の増加した価格が単価３０万円以上の財産が 

 ある場合には、前記の期間を経過後、当該財産の財産処分が完了する日まで保管して

おかなければならない。 

 

（その他） 

第１６条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、知事が別に定める。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成３０年７月２日から施行し、平成３０年度分の補助金から適用する。 

 

   附 則 

 この要綱は、令和元年６月６日から施行し、平成３１年度分の補助金から適用する。 

 

附 則 

 この要綱は、令和３年８月２日から施行し、令和３年度分の補助金から適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別 表 

補助金交付の対象となる事業及び交付額 

 

交付の対象となる事業 基準額 対象経費 補助金交付額 

 

（ア）対象地域(注 1)において開設

している介護サービス事業所が提

供する、介護保険法に規定する「訪

問介護」、「（介護予防）訪問入浴介

護」、「（介護予防）訪問看護」、及

び「（介護予防）訪問リハビリテー

ション」 

 

（イ）対象地域の利用者へ、対象

地域以外で開設している介護サー

ビス事業所(注 2)が提供する、介護

保険法に規定する「訪問介護」、

「（介護予防）訪問入浴介護」、「（介

護予防）訪問看護」、及び「（介護

予防）訪問リハビリテーション」 

 

対象地域の利

用者に係る補助

金の交付年度の

前年度の２月サ

ービス提供分か

ら当該年度の１

月サービス提供

分までの介護報

酬等の収入額に

15％を乗じて得

た額（千円未満

切り捨て） 

※ただし、福島県国

民健康保険団体連合

会に請求を行い審査

決定したものに係る

介護報酬等の収入額

に限る。 

 

・介護サービス事

業所の運営に必

要な経費(注 3） 

 

・経営強化計画の

作成に必要な経

費であって、人件

費、報償費、旅費、

需用費、役務費、

委託料、使用料及

び賃借料、備品購

入費 

 

 基準額と対象経費

の実支出額を比較し

て少ない方の額 

※注 1 対象地域 

  双葉郡８町村、田村市（都路地区）、南相馬市（小高区）、川俣町（山木屋地区）及び飯舘村。 

  ただし、帰還困難区域等（帰還困難区域、居住制限区域及び避難指示解除準備区域）は原則

として、本計画の対象には含めない。 

 

※注 2 （イ）については、対象サービスを提供した地域において、交付の対象となる事業を行

う介護サービス事業所が開設されていない場合に限り、該当となることに留意すること。 

 

※注 3 介護サービス事業所の運営に必要な経費 

 「指定介護老人福祉施設等会計処理等取扱指導指針」に定める収支計算書において「経常活動

による収支」の「支出」に計上されるもの。 

  上記以外の会計処理を行う場合にあっては、「指定老人訪問看護・指定訪問看護の会計・経

理準則」等に定める「支出」に計上されるもの。 


